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令和２年度中国地方地域公共交通確保維持改善事業 

第三者評価委員会 全体講評について 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から書面開催  

 

○森井委員（自動車交通部）  

【地域間幹線系統について】  

・新型コロナ ウイ ルスの感染が 拡大 する中、幹線 補助 を受けられて いる

事業者のみな さま 方におかれま して は、地域住民 の方 々の生活の足 とし

て、その影響 を考 慮し、減便は 必要 最低限にとど め、 あわせて自治 体等

からの支援金 や各 種助成金を活 用し ながら、感染 症防 止対策を徹底 し運

行の確保に努めてこられたことに対し、感謝いたします。  

 

・さて、今年 度事 業においては 、新 型コロナウイ ルス の影響による 輸送

人員の減少に 伴う 運休を除けば 、ほ ぼ計画どおり 運行 されておりま す。

しかしながら 、目 標の効果・達 成状 況については 、昨 年度より評価 が下

がった系統が 多く 発生しており 、こ れも新型コロ ナウ イルスの影響 を大

きく受けたことによるものと考えられます。  

 

・ご承知のと おり 、全国的に少 子高 齢化に伴う人 口減 少が問題とな って

おり、とりわ け中 山間地域の多 い中 国地方におい ては 、その進展が 著し

く、バス利用 者の 減少傾向に歯 止め がかかってい ませ ん。このよう な状

況の中で、新 型コ ロナウイルス の影 響による利用 者の 減少は、各事 業者

への事業収支 へも 影響を及ぼし 、さ らに厳しい状 況の 中で事業運営 を余

儀なくされています。  

 

・各事業者並 びに 各自治体にお かれ ましては、こ れま でも利用促進 や利

便性の向上に 取り 組んでいただ いて いるところで すが 、新型コロナ ウイ

ルスの影響に より 各種取組が実 施し づらい状況が ある ことが資料か らう

かがえます。 地域 に真に必要な 路線 として維持し てい くために、 引 き続

き、関係者が 連絡 を図りながら 、知 恵を絞り、利 用促 進や利便性の 向上

に努めて頂きますようお願いいたします。  

 

・一方で、地 域公 共交通活性化 再生 法の計画制度 と路 線を維持する ため

の補助制度の関係が見直され、乗合バス等の運行費補助について、「地域

公共交通計画 」と 連動すること にな ります。これ によ り、公的負担 によ

る路線の確保 ・維 持が効率的・ 効果 的に行われる こと が期待されま す。

そこで、この 「地 域公共交通計 画」 の策定におい ては 、利用促進策 、生

産性向上に向 けた 取組みなどと とも に、さらには 、コ ロナ禍で経営 にダ
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メージを受け た事 業者の回復に 向け た方策などに つい ても、関係者 間で

しっかりと議 論し て頂き、持続 可能 な路線維持の あり 方をご検討頂 きた

いと考えております。  

 

・運輸局とし ても 、地方バス路 線の 維持は重要な 課題 と認識してお り、

引き続き支援を行って参りますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【車両減価償却費補助について】  

・今年度事業 者に おいては、新 型コ ロナウイルス の影 響により車両 購入

計画の一部に 変更 はありました が、 各事業者とも ほぼ 計画どおりに 導入

されております。  

 

・二次評価で も記 載しておりま すが 、令和２年度 まで に乗合バス車 両の

７０％をノン ステ ップバスにす る目 標がございま す。 また、令和３ 年度

からは令和７ 年度 末までに乗合 バス 車両の８０％ をノ ンステップバ スに

する新たな目標が設定をされています。ここ中国運輸局管内においては、

令和２年３月末現在で約５９ %の導入率と、残念ながら目標を下回ってい

る状況です。  

 

・国土交通省 ／中 国運輸局とい たし ましては、引 き続 きノンステッ プバ

スの普及促進 に努 めるべく各種 支援 を行っていき ます ので、次年度 以降

につきまして も、 引き続き計画 どお りに導入して い た だきますよう 、ご

協力の程よろしくお願い致します。  

 

 

◯太刀掛委員（交通政策部）  

【地域内フィーダー系統について】  

・事業の適切 性に ついては、各 事業 者おおむね計 画ど おり運行され てお

り生活交通の確保が図られていると評価をしております。  

 

・目標の達成 状況 については、 新型 コロナウイル スの 影響がありま した

ので、一概に 去年 との比較がで きな いと考えてお りま すが、外出自 粛要

請などがあっ た中 、減便を最小 限に 抑え運行して 頂い たことは評価 して

おります。コ ロナ の影響が収束 する 見通しがたち ませ んが、各協議 会に

おいて、住民 と連 携した利用促 進や 運行内容の見 直し 等、地域と一 体と

なり生活交通 の維 持に取り組ん でい ると認識して いま す。 これから もよ

り一層、関係 者と 議論していた だき 、地域旅客運 送サ ービスの持続 可能

な提供の確保をお願いしたいと存じます。  
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・また、昨年 11 月に改正活性化再生法及び独占禁止法特例法が施行さ

れております。網形成計画が地域公共交通計画と名称が変更し、作成す

ることが努力義務化されました。今後、補助金との連動もございますが、

どのように交通を維持していく必要があるのか、改正法に沿った形で計

画していただきたいと存じます。皆様もご承知のとおり全国的に運転手

不足が続いており、各地域で運行をしているコミュニティ交通が困難に

なってきているという実態もございます。単なる交通網の形成のみなら

ず、今までの公共交通のみでは対応しきれない場合にスクールバスや福

祉輸送等、これまでは公共交通とは考えてこなかった輸送資源を活用す

ることも念頭におく必要が出てきておりますので、広く関係者と協議し

ていただきますようお願い申し上げます。  

 

【地域公共交通調査等事業について】  

・すべての事 業で 適切に実施し てい るまたは実施 する 予定である点 を評

価します。  

・今後、網形成計画として作成して頂いた期限が切れるものが多くあり

ます。本補助事業を活用していただき、法改正に沿った内容に見直して

いただきより良い計画を作成していただきたいと存じます。  

 
 
◯迫田委員（海事振興部）  

【離島航路運営費等補助金について】  

・事業の適切 性に つきましては 、全 ての航路で概 ね計 画通り実施さ れて

おり、離島住 民の ライフライン とし ての役割を果 たし ているものと 思い

ます。  

 

・目標の達成 状況 につきまして は、 協議会ごとに 目標 設定や達成状 況の

判定基準が異 なっ ていますが、 運航 回数につきま して は 荒天や予期 せぬ

故障等といっ た、 やむを得ない 事情 を除いて、概 ね当 初の目標を達 成で

きているものとして評価しています。  

一方輸送人員 につ いては、新型 コロ ナウイルス感 染症 の影響により すべ

ての航路で前 年度 を下回る結果 とな り、目標を達 成で きた航路は一 部に

とどまりまし た。 感染拡大防止 のた め、各航路と その 関係者がこれ まで

実施してきた 観光 客誘致をはじ めと した航路活性 化策 を積極的に行 えな

かったことが 主な 原因と思われ ます が、未曾有の 世界 的な感染症拡 大で

ありこれはやむを得ないものと考えています。  

現在のとこ ろ当局 管内の事業 者には 島民を含め 感染者 発生の報告 はあ

りません。こ れは 各事業者をは じめ とした関係者 の徹 底した感染症 対策

が功を奏した もの と考えており 、全 国的に減便等 の動 きが広がる中 、す
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べての航路で 通常 の運航を確保 でき たことは島民 の生 活航路という 本来

の役割から考えると評価に値するものと思っております。  

 

・また、この よう な状況にあっ ても 大竹市・阿多 田島 の「海上釣り 堀」

や備前市・鴻 島の 別荘地など、 比較 的堅調な来訪 者数 を維持してい る施

設等もあり、 コロ ナ禍における 航路 活性化の取組 み の 好事例となる もの

と期待しています。  

 

・瀬戸内海を 中心 に中国地方の 島々 は、まだまだ 潜在 的な可能性を 秘め

ていると思い ます 。コロナ禍と いう 厳しい現状は あり ますが、その 状況

を見極めつつ この ような観光資 源を 活用して、航 路の 安定的な維持 ・活

性化につなげていくことを期待します。  

 

【離島航路構造改革補助金について】  

・今年度は予 定通 り三洋汽船（ 株） と（有）野島 海運 にそれぞれ新 船が

投入されており、事業は適切に実施されているものと考えます。  

 

・いずれの航 路で も修繕費が大 幅に 圧縮されたほ か、 新船を活用し た新

たな収入源の 確保 を模索してお り、 新船導入が航 路事 業活性化に資 する

ものになっていると考えています。  

 

・今後も、策 定さ れた航路改善 計画 に従い、課題 の解 決に向けた取 り組

みが進められ 、航 路の安定的な 維持 ・活性化が図 られ ることを期待 しま

す。  

 

 

◯加藤委員（米子工業高等専門学校教授）  

・各協議会（ 事業 者等）で行わ れた 事業や取り組 みに ついて、その 内容

や状況を詳し く記 載されている 協議 会（事業者等 ）と そうでない協 議会

（事業者等） が見 られますが、 二次 評価や第三者 評価 を受けること を意

識して、例え ばダ イヤ改正を行 った のであればそ の内 容（ポイント ）や

効果等について記載していただきたいと思います。  

また、評価 につき ましても、 公的資 金（税金） が投入 されている （支

出されている）ことを意識して行っていただきたいと思います。  

 

・各協議会（ 事業 者等）で、い ろい ろな利便性向 上策 や利用促進策 （一

般的なものか ら独 自のものまで ）を 実施されてい る様 子は、従前よ り評

価シートに記 載さ れているとこ ろで ありますが、 中国 運輸局管内で それ

らを網羅的に 収集 し、利便性向 上や 利用促進等に 資す る施策のメニ ュー
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一覧として取 りま とめ各協議会 （事 業者等）へフ ィー ドバックして はい

かがでしょう か。 各協議会（事 業者 等）での情報 共有 や横展開を期 待し

たいと思います。  

また、さま ざまな 施策や取り 組みを 実施した事 実（の 記載）のみ なら

ず、それが所 期の 効果をあげら れて いるか（ある いは 予期せぬ成果 が得

られた等）、その 要因やうまくいっ ていない場合はそ の後の対応策など 、

各施策や取り 組み を把握（効果 測定 ）してその評 価に 基づき効果的 な施

策展開を図っ てい ただきたいと 思い ます。例えば バス の乗り方教室 は定

着・定式化し た取 り組みであり ます が、レベルア ップ した内容や工 夫し

た企画の登場が待たれるところです。  

また、バス ロケを 導入・整備 してい る地域が増 えてい ますが、そ れが

利用者の利便 性向 上に繋がるこ とは もちろん、バ スロ ケのデータを 活用

した運行ダイ ヤの 見直し等にも 積極 的に利活用さ れて こそ有用であ ると

考えます。バスロケの他、 IC カードの導入エリアも拡大しており、今後

MaaS など ICT 導入が進むと思われますが、それらから収集されるデータ

活用による運 行改 善や新たな施 策に 繋げていくこ とも 重要であると 考え

ます。  

 

・乗合バス車両のバリアフリー化に関して、ノンステップバスの導入（旧

型車両・老朽 車両 の代替が進ん でい ること）は一 般市 民に対して広 く周

知を図り、快 適性 や乗り心地が 良く なっているこ とを アピールして 需要

喚起に努めて いた だきたいと思 いま す。バリアフ リー 化の目標が令 和３

年度から「令 和７ 年度末までに ノン ステップバス 割合 が８０％」に 引き

上げられると 伺い ましたが、中 国運 輸局管内では 、令 和２年度まで の７

０％という目 標値 が未達となっ てい ます。事業者 によ ってバリアフ リー

化（車両導入 ）の 考え方や目標 値に 違いも見られ ると ころ、他方、 中山

間地域を多く 抱え る中国地方の 地域 特性上、おし なべ ての目標値の 設定

に無理がある と言 えなくもあり ませ ん。例えば都 市部 と中山間地域 に分

けてそれぞれ の導 入実績を把握 ・分 析し、実態に 即し たバリアフリ ー化

を進めていく （目 標や道筋を設 定し ていく）こと を提 案したいと思 いま

す。  

 

・「離島航路」で（他の事業にも言えることですが）、（事業の今後の改善

点として）「島内 人口が減少傾向に あり島民の利用増 が見込めないなか 、

島内の「海上釣り堀」2 社の利用客が増加しているため、乗船定員をオー

バーすること もあ る。このため 、両 釣り堀代表者 と利 用者見込みの 連絡

調整を行うこ とで 、付船等によ り対 応し、釣り客 の増 加に対応でき るよ

う引き続き努 力し 、運賃収入の 増加 を図る」とあ りま した。需要が 発生

している目的 先と 連携して、増 加し た利用客（来 島者 ）を取りこぼ さな
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いよう対応さ れて いることを評 価す る一方、付船 等に よる対応がコ スト

増になってい ない か心配もする とこ ろで、集中す る需 要を船賃や釣 堀の

利用料の割引 や特 典付与などで 他の 余力のある時 間帯 に 誘導し、平 準化

することはで きな いかと思いま した 。交通・運輸 関係 の人材確保が 厳し

い中で、需要を分散できれば、「３密」回避にもなり、需要と供給のマネ

ジメントを図 って いくことが持 続可 能なサービス に繋 がっていく一 助で

はないかと考えます。  

また、観光的なクルーズの開催や Facebook 等を活用した情報発信は、

これまでも積 極的 に取り組まれ 、成 果もあげてい る好 事例として拝 見し

ておりますが 、新 たな展開や施 策な ども期待した いと ころです。今 後の

対応として「 航路 情報のＧＴＦ Ｓ対 応のため、職 員研 修を行い、案 内業

務のデジタル 化を 進める」とす る事 業者がありま すが 、陸上交通の みな

らず海上交通 も含 めて、デジタ ル化 （ DX）への対 応が 進むことを期 待し

ます。また、 新し いチャレンジ が交 通・運輸事業 の魅 力化（若者な どか

らの関心）や職場の活性化にも繋がることと思われます。  

 

・ 総 じ て 、“ 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス の 影 響 で 輸 送 人 員 が 減 少 し た こ と に よ

り・・・”と いう ことでありま すが 、減少の中身 をし っかり検証し てい

ただくことが反転攻勢への糸口を見出すことに繋がると思います。  

新型コロナウ イル スによる外出 自粛 （抑制）に伴 う公 共交通利用者 の減

少は、どこま でが コロナの影響 で、 どこからが少 子高 齢化や人口減 少に

よるもの、あ るい はそれ以外に よる ものなのか。 いず れ訪れる未来 の到

来が早くなっただけととらえる向きもあります。  

学校の一斉休 校（ 一部自治体で は休 校せず）が順 次終 了して学校が 再開

したり、第１波の収束後、 GoTo トラベルが開始され人々の移動が復調し

たり、その後第２波・第３波に見舞われたりと、 2020 年年初からの 1 年

間、一定、一 様で はなかったと 思わ れます。月ご とや 地域・路線種 別な

どによってこ の間 の利用実態（ デー タ）を分析・ 考察 し（目的先で ある

学校、病院、商業 施設や観光施設な どの来訪者の状況 などとも突合し）、

with コロナ や after コロ ナの地 域 交通計 画や 今後 の サービ ス水 準を 検

討・共有していただきたいと思います。  

 

・「計画策定」では、 5 つの協議会で事業を活用した調査および計画策定

が行われてお り、 広大な面積を 擁す る中山間地域 や、 瀬戸内の離島 、経

済や生活が近 隣の 都市圏に含ま れる 市町、平成の 合併 で都市部から 農村

部までを抱え る自 治体といった バラ エティのある 地域 をベースとし た地

域公共交通計 画が 策定されるも のと 推察いたしま す。 その調査デー タや

策定過程・議 論な ども含めて、 また “輸送資源の 総動 員”といった 観点

も踏まえて、 各計 画を広く公表 して いただけると 他地 域にとっても 参考
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になるのでは ない かと思います 。計 画策定がゴー ルで はなく、その 着実

な実行のため 、当 該市民や関係 者へ の分かりやす い周 知や意識統一 など

が重要であることは言うまでもありません。  

国連が採択し た「 SDGｓ」（持続可能 な開発目標） は政 府や自治体、 企業

などで幅広く参照されていますが、（はやり言葉を安易に取り込むという

ことではなく）地域公共交通計画においても SDGｓと連携することが可能

ではないでしょうか。「脱炭素社会の実現」も視野に入るものであるかと

思います。  

 

・「利便増進計画推進」では、昨年度に引き続き、バスマップの作成・配

布が行われています。ICT による情報伝達が主流になりつつある（検索サ

イトやアプリ が充 実している） とは いえ、公共交 通の 利用者である 高齢

者などには紙 媒体 の方が馴染み があ り、マップ等 の作 成は必要だと 思い

ますが、それ がル ーティン化す るの ではなく、ど のよ うに利用（活 用）

されているか 、分 かりやすいも のに なっているか 、利 用促進に繋が って

いるかといっ た検 証と利用者サ イド の声を生かし たバ スマップの更 新を

行っていただ きた いと思います 。実 際にマップや 時刻 表などの利用 実態

の把握やアン ケー ト調査は難し さも あると思いま すが 、ユーザーサ イド

に立った情報 ツー ルが作成され るこ とを期待しま す。 作成段階から ユー

ザーやターゲ ット とする方々に 参加 してもらって アイ デアを出しな がら

制作していくといった試みはどうでしょうか。併せて、SNS 等による動画

や“ゆるい”（硬くない）情報提供・発信などデジタル化にも対応し、効

果的な情報提供・発信に努めていただきたいと思います。  

 

 

◯藤原委員（広島大学教授）  

・各協議会等による評価にもとづき運輸局等における二次評価結果はい

ずれも妥当であると判断します。  

 

・特に各協議会や事業者が腐心・尽力されているコロナ感染症対策には

敬意を表します。  

 

・コロナ禍での利用者数減少の原因として、総移動数の減少によるもの

と公共交通から私的交通への転換によるものを区分できれば今後の対応

に参考になると思われます。  

 

・公共交通の魅力が、サービス水準の改善による「利便性」から健康や

癒やしによる「安心」へと転換しつつあるように感じます。評価指標も

こうした新しい視点を加えることが期待されます。  
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・計画によっては路線単位で評価すべきものと事業者全体あるいは地域

全体で評価すべきものがあります。評価の単位を柔軟に見直すことも必

要です。  

 

・事業が計画 通り 進んだり、新 たな 取り組みに成 功し たりする事例 には

共通して、キーパーソンによるリーダーシップなど数値には表れない「物

語」があるよ うに 感じます。こ のよ うな物語を描 写し た定性的な根 拠資

料の収集も有用かと思います  

 


